
   綾瀬市勤労者住宅資金利子補給要綱 

 

 （名称） 

第１条 補助金の名称は、綾瀬市勤労者住宅資金利子補給金（以下「利子補給金」と

いう。）とする。 

 （目的） 

第２条 本市に自己の居住の用に供するための住宅を新築、購入又は増改築する者が、

金融機関から借り入れた資金の支払利子について、補給金を交付することで、勤労

者の負担を軽減し、持ち家の促進を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第３条 この要綱において取扱金融機関とは、綾瀬市財務規則（昭和５９年綾瀬市規

則第１４号）に規定する指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関の

うち住宅資金貸付けを取り扱っている金融機関をいう。 

 （補助対象者） 

第４条 利子補給金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は、次の各号に該当するものとする。 

(1) 市内に自己が所有し、かつ自ら居住する住宅（専ら居住を目的とした建築物で、

居住以外の用途と併用をしたものを含まない。）を新築、購入又は増改築した者 

(2) 利子補給金の申請時に前号の住宅に居住し、かつ、取扱金融機関への借入金（

他の金融機関からの借入金の借り替えは対象としない。）の返済が完了していな

い者 

(3) 職業の種類を問わず、事業所又は事務所に使用又は雇用をされ、賃金を支払わ

れている者。ただし、次に掲げるものを除く。 

  ア 法人代表者  

  イ 役員（事業所又は事務所と雇用契約ではなく、委託契約を結んでいる社長、

理事長、副社長、代表取締役、専務取締役、専務理事、常務取締役、常務理

事、監査役、監事、清算人その他これらに準ずる法人の経営に従事している

者をいう。） 

(4) 納期限の到来した市税を完納している者 

(5) 綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾瀬市条例第９号）第２条第２号から第５



号の規定に該当しない者であること。 

２ 前項第１号の住宅について、新築、購入の場合は申請者名義の不動産登記を行っ

た物件を対象とし、増改築の場合は申請者が建築確認申請を行った物件を対象とす

る。この場合において、当該住宅の所有者が複数の場合は、その所有者のうち１人

を補助対象者とする。 

３ 第７条に規定する利子補給期間内おける利子補給は、補助対象者１人につき１物

件に限り対象とする。 

 （交付の制限） 

第５条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、利子

補給金を交付しない。 

(1) 住宅資金の返済を延滞した場合等で、期限の利益を喪失したとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が交付することが適当でないと認めたとき。 

 （利子補給金の額） 

第６条 利子補給金の額は、融資額５００万円を限度とし、別表の借入金額の欄に対

応する同表の１箇月の利子補給額の欄に掲げる額に前年中の返済月数を乗じて得た

額とする。 

２ 前項において算出した額が、前年中に支払った利子額（融資額につき、５００万

円を限度とする。）の２分の１の額を上回る場合は、支払利子額の２分の１の額と

する。 

３ 前２項の規定により得た額に１００円未満の端数を生じたときは、その端数は切

り捨てるものとする。 

４ 利子補給の期間中に借入金残高の一部を繰上返済した者に係る第１項及び第２項

の規定の適用については、当該繰上返済に係る額（２回以上繰上返済を行った場合

はこれらの額の合計額）が５００万円を超える場合は、利子補給の対象となる借入

金は返済されたものとみなし、次条に規定する期間内であっても、以後利子の補給

は行わない。 

 （利子補給期間） 

第７条 この利子補給金の交付期間は、補助対象者が取扱金融機関との約定により、

当該機関へ第１回目の返済金を払い込む日の属する月から６０箇月以内とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、住宅資金借入後の最初の利子補給金の交付申請期限ま



でに入居が完了しない者の交付期間については、同項中「第１回目に払い込む日の

属する月」を「当該住宅に入居した年の１月」に読み替えるものとする。 

３ 前２項の場合において、返済金の払込みを延滞した場合は、当該返済すべき月の

利子補給は行わない。 

 （綾瀬市補助金等に係る予算の執行に関する規則との関係） 

第８条 補助金の交付については、綾瀬市補助金等にかかる予算の執行に関する規則

（昭和５１年綾瀬町規則第１５号。）に規定するもののほか、この要綱に定めると

ころによる。 

 （交付申請及び委任） 

第９条 利子補給金の交付を受けようとする者は、毎年市長が定める期日までに前年

中に支払った返済金等について、綾瀬市勤労者住宅資金利子補給金交付申請書（第

１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 雇用証明書（第２号様式） 

(2) 住民票 

(3) 取扱金融機関が証明した利子補給期間の利子の支払いを証する書類又は綾瀬市

勤労者住宅資金利子補給利子支払証明書（第３号様式） 

(4) 取扱金融機関との金銭消費貸借契約書の写し 

(5) 取扱金融機関の発行した返済予定表の写し 

(6) 新築又は購入した住宅の登記事項証明書又は所有者及び用途等を証する書類若

しくは増改築した住宅の建築確認通知書の写し 

(7) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、前項第２号及び第４号から第６号までの書類について、

市長が特に必要がないと認めた場合は、提出を省略し、又は必要な内容の確認でき

る書類に代えて提出することができる。 

３ 受給資格者は、利子補給金の申請及び請求に関する権限を取扱金融機関の支店長

を代理人として定め委任することができる。 

 （利子補給の決定） 

第１０条 市長は、前条に規定する申請書の提出を受けたときは、書類等の審査をし、

交付を決定したときは、綾瀬市勤労者住宅資金利子補給金交付決定通知書（第４号

様式）により、交付しないことを決定したときはその旨を申請者に通知するものと



する。 

 （利子補給金の交付） 

第１１条 市長は、利子補給金の交付決定通知を受けた者（以下「受給者」という。

）の請求に基づき、利子補給金を交付するものとする。 

 （利子補給金の返還） 

第１２条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当したときは、利子補給金の交

付の決定の全部又は一部を取消し、既に交付した利子補給金の全部又は一部の返還

を命ずることができる。 

(1) 取扱金融機関から融資を受けた資金をその目的外に使用したとき。 

(2) 詐欺その他不正の行為により利子補給金の交付の決定を受け、又は利子補給金

の交付を受けたとき。 

(3) この要綱に違反したとき。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、市長が交付することが適当でないと認めたとき。 

 （状況調査等） 

第１３条 市長は、利子補給金の交付後であっても必要と認めるときは、申請者、受

給者及び取扱金融機関に対し報告を求め、又は申請者、受給者の居住、納税の状況

について調査することができる。 

 （委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、公表の日から施行し、昭和５３年４月１日以後融資を受けた資金か

ら適用する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和２年１２月３１日限り、その効力を失う。ただし、令和２年１

２月３１日において第４条第１項に規定する補助対象者としての要件を満たす者に

係る利子補給金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行し、昭和５７年４月１日以後融資機関から住宅資金

を借り入れした者から適用する。 



   附 則 

 この要綱は、昭和６１年４月１日から施行する。 

      附 則 

  この要綱は、平成２年４月１日から施行し、同日以降融資機関から住宅資金を借り

入れた者から適用する。 

      附 則 

  この要綱は、平成４年４月１日から施行し、同日以降融資機関から住宅資金を借り

入れた者から適用する。 

      附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成８年１月４日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の綾瀬市勤労者住宅資金利子補給要綱第３条の規定は、こ

の要綱施行の日以後の借入れについて適用し、同日前の借入れについては、なお従

前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成１１年１月１日から平成１２年１２月３１日までの間におけるこの要綱によ

る改正後の綾瀬市勤労者住宅資金利子補給要綱（以下「改正後の要綱」という。）

第３条第２項の規定の適用については、改正後の要綱第３条第２項中「２分の１の

額」とあるのは、平成１１年１月１日から同年１２月３１日までにあっては、「１

０分の９の額」と、平成１２年１月１日から同年１２月３１日までにあっては、「

１０分の７の額」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要調整をして使用す



ることができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１  この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱による改正後の綾瀬市勤労者住宅資金利子補給要綱の規定は、この要綱

施行の日以後の借入れについて適用し、同日前の借入れについては、なお従前の例

による。 

３ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用

することができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用

することができる。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用

することができる。 

 

 



別表（第６条関係） 

      借入金額 １箇月の利子補給額 借入金額 １箇月の利子補給額 

     ５０万円 １,０９６円 ２８０万円 ６,１４０円 

        ６０万円 １,３１６円 ２９０万円 ６,３５９円 

        ７０万円 １,５３５円 ３００万円 ６,５７８円 

        ８０万円 １,７５４円 ３１０万円 ６,７９８円 

        ９０万円 １,９７３円 ３２０万円 ７,０１７円 

      １００万円 ２,１９３円 ３３０万円 ７,２３６円 

      １１０万円 ２,４１２円 ３４０万円 ７,４５５円 

      １２０万円 ２,６３１円 ３５０万円 ７,６７４円 

      １３０万円 ２,８５１円 ３６０万円 ７,８９４円 

      １４０万円 ３,０７０円 ３７０万円 ８,１１３円 

      １５０万円 ３,２８９円 ３８０万円 ８,３３２円 

      １６０万円 ３,５０９円 ３９０万円 ８,５５２円 

      １７０万円 ３,７２７円 ４００万円 ８,７７１円 

      １８０万円 ３,９４７円 ４１０万円 ８,９９０円 

      １９０万円 ４,１６６円 ４２０万円 ９,２０９円 

      ２００万円 ４,３８５円 ４３０万円 ９,４２９円 

      ２１０万円 ４,６０５円 ４４０万円 ９,６４８円 

      ２２０万円 ４,８２４円 ４５０万円 ９,８６７円 

      ２３０万円 ５,０４３円 ４６０万円 １０,０８７円 

      ２４０万円 ５,２６３円 ４７０万円 １０,３０６円 

      ２５０万円 ５,４８２円 ４８０万円 １０,５２５円 

      ２６０万円 ５,７０１円 ４９０万円 １０,７４４円 

      ２７０万円 ５,９２０円 ５００万円 １０,９６３円 

 



第１号様式（第９条関係） 

 

年  月  日  

 

                   綾瀬市勤労者住宅資金利子補給金交付申請書 

 

 （宛先）綾瀬市長 

 

            申請者   住  所 

                  氏  名              

                  電話番号    （   ） 

 綾瀬市勤労者住宅資金利子補給要綱第９条の規定により、次のとおり関係書類を添

えて利子補給金の交付を申請します。なお、市長が利子補給金の交付に関し必要な事

項について、金融機関に報告を求め、又は申請者の居住、納税の状況について調査を

することに同意します。 

１ 居 住 開 始 年 月 日                   年   月   日 

２ 住 宅 取 得 年 月 日                       年   月   日 

３ 住 宅 の 所 在 地                   綾瀬市 

４ 取 得 の 種 別  新築 ・ 購入 ・ 増改築 

５ 借 入 金 額                                            円 

６  借 入 期 間                      年  月  日 ～       年  月  日 

７  返  済  方  法                   第１回返済日         年   月   日 

８ 前年中の返済月数                            
              箇月  

（前年まで    箇月／６０箇月） 

９ 前年中の支払利子額                                     円 

10 前年中の繰上返済額                        円 

11 利 子 補 給 申 請 額                        円 

 



第２号様式（第９条関係） 

 

雇 用 証 明 書 

 

住 所 
 

氏 名 
 

生 年 月 日 
 

 

 

上記のものは、  年  月  日から、雇用者であることを証明する。 

 

   年   月   日 

 

         証明者  所在地                  

 

              名 称                  

 

              代表者                ㊞ 

 

              連絡先     （    ）       

 

 ※ この証明書は、事業主又は責任者が記載してください。 

 ※ 証明者は、法人代表者又は勤務先（支店、営業所、学校等）の責任者（支店長、営業

所長、学校長等）としてください。 

 ※ 雇用者とは、事業所又は事務所に使用又は雇用をされ、賃金を支払われる者をいいま

す。 



第３号様式（第９条関係） 

 

綾瀬市勤労者住宅資金利子補給利子支払証明書 

 

           様 

 

 受入利息合計          円  

 

内訳： 

受入月 利  子  額 うち延滞利子額 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

   年  月             円          円 

合計             円          円 

証明対象期間における繰上返済額合計          円 

年  月  日から   年  月  日までの借入金利息額については、

上記のとおり相違ないことを証明します。 

                            年   月   日 

 

                 金融機関名              印 



第４号様式（第１０条関係） 

 

綾瀬市勤労者住宅資金利子補給金交付決定通知書 

 

                                                            年  月  日 

 

             様 

 

                       綾瀬市長         □印  

 

    年 月 日付けで申請のあった   年度勤労者住宅資金利子補給金の交付

については、次のとおり決定したので通知します。 

 

１ 交付金額                 円 

 

２ 交付対象期間    年  月から   年  月まで 

 


